
     

 

 

 

令和３年７月 

国土交通省 東北地方整備局 



     

 

目 次 東北地方新広域道路交通ビジョン  

  

 

 

第 1 章 はじめに・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 1 

 

第 2 章 ビジョンの概要・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 2 

 

第 3 章 東北地方の道路交通分野における将来像・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 4 

    〈第１節〉ビジョンの位置付け・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 4 

    〈第２節〉東北地方の概要・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 5 

  〈第３節〉東北圏広域地方計画における東北の将来像・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 14 

  〈第４節〉将来像実現のための基本方針と道路が担うべき施策・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 14 

 

 

第 4 章 広域交通計画上の課題・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 15 

    〈第１節〉広域道路交通網の拡充・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 15 

    〈第２節〉物流・交流拠点とのネットワーク強化（多様な交通モードとの連携）・・・・・ 22 

    〈第３節〉円滑な広域交流（人流）の支援・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 33 

    〈第４節〉東日本大震災からの復興・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 36 

    〈第５節〉非常時における道路機能の確保・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 38 

    〈第６節〉道路交通環境の改善・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 43 

    〈第７節〉地域における交通弱者支援・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 45 

    〈第８節〉【参考】新型コロナウイルス感染症拡大の影響について・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 47 

 

第 5 章 広域的な道路交通の基本方針・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 49 

  〈第１節〉広域道路ネットワーク・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 50 

  〈第２節〉交通・防災拠点・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 54 

  〈第３節〉ＩＣＴ交通マネジメント・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 57 

 



第 1 章 はじめに 

1  

 

第 1章 はじめに 

 

平成 30(2018)年 3 月 30 日に成立、同月 31 日公布された「道路法等の一部を改正する法律」(平成 30 年法

律第 6 号)により、平常時・災害時を問わない安定的な輸送を確保するため、国土交通大臣が物流上重要な道

路輸送網を指定する「重要物流道路制度」が創設された。その指定にあたっては、新たな国土構造の形成、グ

ローバル化、国土強靱化等の新たな社会・経済の要請に応えるとともに、総合交通体系の基盤としての道路の

役割強化や ICT・自動運転等の技術の進展を見据え、幅広く検討する必要がある。 
 

◆ 
 

このため、社会資本整備審議会道路分科会基本政策部会物流小委員会での議論を経て、20 年～30 年とい

う中長期な観点から、「新広域道路交通計画」を策定することとなった。策定にあたり、「新たな広域道路ネット

ワークに関する検討会」の場で今後の広域的な道路交通のあり方について検討を重ね、令和 2(2020)年 6 月 8

日に中間とりまとめが示された。 
 

◆ 
 

また、近年激甚化、頻発化する災害を踏まえ、被災後もすぐに機能する道路ネットワークとして、高規格道路

のミッシングリンクの解消及び暫定 2 車線区間の 4 車線化、高規格道路と代替機能を発揮する直轄国道との

ダブルネットワーク化等を推進していくこと等を盛り込んだ「防災・減災、国土強靱化のための 5 か年加速化対

策」が令和 2(2020)年 12 月 11 日に示された。 
 

◆ 
 

これらの議論を踏まえ、「新広域道路交通計画」の策定に先立ち、東北地方の実情、目指すべき将来像を踏

まえた広域的な道路交通の今後の方向性を定める「新広域道路交通ビジョン」(以下「ビジョン」という）を策定す

るものである。 

 
◆ 

 

なお、ビジョン策定にあたっては、関連する道路管理者等で構成する東北地方幹線道路協議会において審

議し、経済、交通、物流、観光等の様々な分野の学識経験者や関係機関・団体等の有識者から意見を伺うとと

もに、東北ブロック内の各県・政令市単位で策定されたビジョン及び各地方ブロックのビジョン間の調整を図り

ながらとりまとめを行った。 
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第２章 ビジョンの概要 

対 象 地 域 

   本ビジョンの対象地域は、青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県を一体とした地域（東北地

方）とする。 

 

 

東北地方の位置付け 

   東北地方は、人口約 900 万人、圏域内総生産額約 34 兆円と日本全体の約１割の人口・経済規模を有し

ている。 

   全国の約 2 割を占める広大な大地は、急峻な山脈が南北に走り、大部分が豪雪地帯という厳しい環境で

ある一方、豊かな農地、水資源に恵まれ、安定的な食料等を供給できる能力を有しているほか、美しい森林

や海、食文化、産業、特徴的な祭り等の個性的で魅力ある地域資源が豊富に存在している。 

   また、経済のグローバリゼーションが進展する中で、東北地方は日本海と太平洋の双方に直接的に面し

ており、東アジア、ロシア、北米との交流により、大競争時代の潮流にも負けない経済社会を構築し得るポテ

ンシャルを有し、国際社会における我が国の貢献や我が国全体の発展を先導することが期待される地域で

ある。 

 

 

計 画 期 間 

本ビジョンをもとに策定する東北地方新広域道路交通計画は、2021 年度を初年度とする概ね 20～30 年

間を対象とする。 

なお、社会情勢の変化等に応じ、適宜見直しを行う。 
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ビジョン及び計画の体系 

   本ビジョン及び計画の体系は、以下の通りである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜広域ネットワークの階層＞ 

◆ 高規格道路 

   人流・物流の円滑化や活性化によって我が国の経済活動を支えるとともに、激甚化、頻発化、広域化する

災害からの迅速な復旧・復興を図るため、主要な都市や重要な空港・港湾を連絡するなど、高速自動車国

道を含め、これと一体となって機能する、もしくはこれらを補完して機能する広域的な道路ネットワークを構成

する道路。また、地域の実情や将来像(概ね 20～30 年後)に照らした事業の重要性・緊急性や、地域の活性

化や大都市圏の機能向上等の施策との関連性が高く、十分な効果が期待できる道路で、求められるサービ

ス速度が概ね 60km/h 以上の道路。 

 

◆ 一般広域道路 

   広域道路のうち、高規格道路以外の道路で、求められるサービス速度が概ね 40km/h 以上の道路。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-1 新たな広域道路ネットワークの階層 

 

東北地方新広域道路交通ビジョン 

東北地方新広域道路交通計画 

広域道路 

ネットワーク計画 

交通・防災 

拠点計画 

ICT交通 

マネジメント計画 
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第３章 東北地方の道路交通分野における将来像 

  

  

１．東北圏広域地方計画との関連性  
   本ビジョンは、新たな国土形成やグローバル化、国土強靭化などの社会・経済の要請に応えるとともに、

総合交通体系の基盤としての道路の役割強化や ICT・自動運転等の技術の進展を見据えて策定するもので

あり、「地域の将来像」、「広域交通計画上の課題」、「広域的な道路交通の基本方針」から構成されるもので

ある。 

 

   「東北圏広域地方計画」は、21 世紀前半期を展望しつつ東北圏の地域特性を踏まえ、特色ある地域戦略

を描く概ね 10 年間の計画として、平成 21 年 8 月 4 日に大臣決定されている。その後、平成 23 年 3 月 11 日

に発生した東北地方太平洋沖地震により太平洋沿岸部を中心に甚大な被害を受けたこと、近年頻発する大

規模自然災害等やインフラの老朽化への適確な対応、急速に顕在化する人口問題等、様々な社会要請に

応えるため、平成 28 年 3 月に改定されている。 

   計画改定に当たっては、平成 27 年 8 月 14 日に閣議決定された新たな国土形成計画（全国計画）や国土

のグランドデザイン 2050、さらに地方創生に向けたまち・ひと・しごと創生総合戦略等との整合を図りつつ、

長期的視点から「新たな東北圏」の姿を描いた上で、今後 10 年間に推進すべき地域戦略が明示されている。 

 

   本ビジョンの策定にあたっては、「東北圏広域地方計画」に示されている地域の社会・経済の現状や見通

しを踏まえて取りまとめを行った。 

 

 

  

広域交通計画上の課題

■既存の総合的な計画の体系

全国的な計画 東北版の計画

第１節  ビジョンの位置付け 
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 １．地勢  

   東北地方は、本州の北部に位置し、日本全体の約 2 割を占める広大な面積を有し、その 7 割を森林が占

めている。地形は起伏に富み、南北に急峻な山脈・山地が連なり、中央部の奥羽山脈、西部の出羽山地、

東部の北上山地と阿武隈高地により地域が分断されており、点在する平地・盆地に人口が分布する低密度

で拡散した人口分布となっている（図 3-1）。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：地理院地図、H27 国勢調査 

図 3-1 東北地方の地形・主要都市分布 

 

  

第２節  東北地方の概要 

▼森林面積の割合 （ha）

森林面積 総面積
森林
割合

青森県 632,805 964,556 66%

岩手県 1,171,446 1,527,501 77%

宮城県 417,086 728,222 57%

秋田県 839,247 1,163,752 72%

山形県 669,272 932,315 72%

福島県 973,834 1,378,374 71%

東北計 4,703,690 6,694,720 70%

出典：都道府県別森林率・人工林率（平成29年3月31日現在）
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   東北地方は西に日本海、東に太平洋を臨み、そして両海をつなぐ津軽海峡があることから、環太平洋と環

日本海の 2 つの交流圏をつなぎ得る特長も有しているが、広い圏土に都市が分散しており（図 3-2）、道路ネ

ットワークは低密度である（図 3-3）。平均都市間距離は東北の各県とも全国平均を上回るなど（図 3-4）、地

形的な制約等が地域間交流の妨げとなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：令和３年全国都道府県市区町村別面積調 

図 3-2 圏域別面積 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：道路統計年報 2020 

図 3-3 圏域別 1km2あたり道路実延長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平均都市間距離=√（圏域面積÷都市数） 

※都市数は区町村除く 

出典：令和３年全国都道府県市区町村別面積調 

図 3-4 平均都市間距離  
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 ２．人口  

   東北地方の 2015 年時点の人口は約 888 万人で、宮城県が唯一 200 万人以上、次いで福島県が 189 万

人、残り 4 県は概ね 100～130 万人という状況であり、各県とも今後の人口減少が予想されている（図 3-5）。 

   東北地方の人口減少は全国平均を上回るペースで進行しており、1995 年を基準とした場合、2015 時点で

約 1 割減、2045 年には約 4 割減になると見込まれている（図 3-6）。 

 

 

 

出典：国勢調査、国立社会保障・人口問題研究所データ 

図 3-5 東北地方・全国の人口推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：国勢調査、国立社会保障・人口問題研究所データ 

図 3-6 東北地方・全国の人口変化率の推移 

 

  

(万人)

1995 2000 2005 2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045

青森県 148 147 144 137 130 124 116 108 99 91 82

岩手県 142 142 138 133 127 122 116 110 103 96 88

宮城県 233 236 235 233 228 230 223 214 205 193 181

秋田県 121 119 114 108 101 96 89 81 74 67 60

山形県 126 124 122 117 112 107 102 96 90 83 77

福島県 213 213 209 189 189 183 173 164 153 143 131

東北地方 983 981 962 916 888 861 818 772 724 673 620

全国 12,544 12,670 12,729 12,708 12,564 12,532 12,254 11,913 11,522 11,092 10,642
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   これまでの人口推移をみると、東北地方では、人口規模の小さい都市ほど人口減少率が大きい（図 3-7）。

また、生産年齢人口が減少する一方で高齢化の進行も著しく、総人口に対する 65 歳以上の高齢者人口の

割合は 2015 年で約 29％、2045 年には約 44％になると見込まれている（図 3-8）。 

   人口減少・高齢化の進行は、労働力不足による地域産業の低迷、地域社会の活力低下、社会保障費の

負担の増大だけでなく、財政悪化による行政サービスの縮小や地域コミュニティの衰退、地域における生活

や産業、被災地の復興等、あらゆる面で影響を与えるものであり、持続可能な地域づくりが必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：国勢調査 

図 3-7 東北地方の都市規模別人口減少率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：国勢調査、国立社会保障・人口問題研究所データ 

図 3-8 東北地方の人口・高齢化率の推移 
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 ３．災害  

   東北地方は、これまでも東日本大震災などに代表される大規模な地震、津波災害に度々見舞われてきた。

特に、近年は全国的な短時間豪雨の発生回数の増加に伴い（図 3-9）、台風や集中豪雨による洪水被害や

土砂災害が激甚化するとともに、大雪による交通障害も課題となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：気象庁「全国（アメダス）の 1 時間降水量 50mm 以上の年間発生回数」 

図 3-9 短時間豪雨の発生状況の推移 

 

平成 23 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災は、我が国の観測史上最大のマグニチュード 9.0 の巨大地

震と、これに伴う巨大津波による災害であった。産業の基盤となる電力・燃料等の供給や道路・港湾・空港等

の物流基盤が打撃を受けたことで多くの企業が操業を停止し、その影響は国内外に波及、サプライチェーン

の脆弱性が大きな課題となったうえ、太平洋沿岸部の交通網が寸断されたことから、日本海側の交通ネット

ワークや、日本海と太平洋を繋ぐ横軸の交通ネットワークの重要性が明らかとなった。 

平成 28 年の台風 10 号は気象庁の統計開始以来初となる太平洋からの東北上陸となり、豪雨被害によっ

て、岩泉町では 18 名の死者を数える甚大な被害が発生した。令和元年東日本台風では、東北地方の 34 の

観測所で 24 時間降水量が観測史上最高を更新する非常に激しい降雨となり、大規模な浸水被害も発生し

た。国土交通省としては、道路法48条に基づき、宮城県が管理する国道349号の道路啓開を実施しており、

重要物流道路制度創設後、全国初の実施であった。 

 

 

 

 

 

 

 

▲平成 23年 3月東日本大震災（国道 45号 岩手県宮古市）    ▲平成 28年台風 10号（岩手県岩泉町） 

                             出典：東北地方整備局資料                                     出典：東北地方整備局資料 

 

 

 

 

 

 

 

 

▲令和元年東日本台風（国道 349号道路啓開の状況） 

出典：東北地方整備局資料                                       

図 3-10 東北地方で発生した主な災害の状況  

啓開前（10/15） 啓開後（10/17） 
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 ４．産業  

   東北地方は、豊かな自然資源や広大な圏土と農用地の広がりを背景に、第 1 次産業が活発であり、食料

自給率は全国上位の水準にあり（図 3-11）、我が国の安定的食料供給に大きく貢献している。作付面積は

北海道に次いで広く全国の約 17％、農業産出額は全国の約 16％を占めている（図 3-12,13）。各県とも生産

の中心は米であるが、自然条件を活かし、青森のりんごや岩手のブロイラー等、多様な農畜産物を生産して

いる（図 3-14）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：農林水産省 HP「平成 30 年度（概算値）の都道府県別食料自給率」より作成 

図 3-11 H30年度都道府県別食料自給率（カロリーベース） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-12 作付面積割合         図 3-13 農業産出額の割合           図 3-14 各県の主な農産物 

                                       （金額ベース上位 5品目） 

  

東北
17.3%

北海道
28.1%

北陸
6.9%

関東・東山
16.0%

東海
5.6%

近畿
4.8%

中国
4.5%

四国
2.8%

九州
13.3%

沖縄
0.8%

東北
15.7%

北海道
13.8%

北陸
4.5%関東・東山

22.3%
東海
8.2%

近畿
5.2%

中国
5.0%

四国
4.6%

九州
19.6%

沖縄
1.1%

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

青森 岩手 宮城 秋田 山形 福島

（億円）
きゅうり

もも

ぶどう

おうとう

生乳

肉用牛

鶏卵

豚

ブロイラー

りんご

米

出典：東北農政局 HP 

（令和元年農作物作付（栽培） 

延べ面積及び耕地利用率） 
出典：東北農政局 HP 

（平成 30 年生産農業所得統計） 

出典：東北農政局 HP 

（平成 30 年生産農業所得統計） 
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   東北地方の製造品出荷額は年間約 19 兆円、全国シェア約 5.6％であり、県別にみると福島県（28.2％）、

宮城県（25.1％）、山形県（15.4％）が上位となっている（図 3-15）。 

   産業分類別では、「電子部品・デバイス・電子回路」、「食料品」、「輸送用機械器具」の割合が上位を占め

ており、全国に比べ「電子部品・デバイス・電子回路」の割合の高さが顕著である（図 3-16）。県別にみると、

大手自動車メーカーの工場や関連企業が集積する岩手県と宮城県において、「輸送用機械器具」が上位を

占めている（図 3-17,18）。 

   東北地方の工業団地の多くが高規格道路や直轄国道沿線、高速道路 IC 30 分圏内に集積しており、近年

は医療機器産業、自動車関連産業の集積が進行している（図 3-19）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：令和元年工業統計（データの年次は平成 30 年）   

図 3-15 製造品出荷額の地方別・県別割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：令和元年工業統計（データの年次は平成 30 年）  

図 3-16 製造品出荷額の産業中分類別割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：令和元年工業統計（データの年次は平成 30 年） 

図 3-17 製造品出荷額の県別順位 

 

 

出典：東北地方整備局作成 

出典：東北地方整備局 

図 3-18 東北地方の主要な自動車関連企業の分布状況  
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出典：国土数値情報ダウンロードサービスを参考に作成 

図 3-19 東北地方の港湾・工業団地 

  

■IC30分圏内の工業団地数

工業団地数 割合

IC30分圏内 332箇所 99%

IC30分圏外 3箇所 1%

合計 335箇所 100%

※H27道路交通センサス12時間平均旅行速度より算出

※道路網は R3.3.31 時点 
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 ５．観光  

   東北地方は十和田八幡平、三陸復興国立公園、磐梯朝日等を始めとする良質かつ美しい自然に恵まれ、

特に世界遺産として登録された白神山地等、世界的に見ても貴重な自然資源を有する地域である。 

   また、白神山地に続いて、2011 年 6 月に平泉、2015 年 7 月に明治日本の産業革命遺産として橋野鉄鉱

山が世界遺産に登録されるなど、歴史的な文化遺産も数多く残されているほか、青森ねぶた、盛岡さんさ踊

り、仙台七夕、秋田竿燈、山形花笠、相馬野馬追等の夏祭り、ユネスコ文化遺産になっている早池峰神楽、

新庄まつり、男鹿のナマハゲや津軽三味線等に代表される伝統や長い歴史と独特の風土に培われた文化、

雪を観光資源とした横手かまくらまつり、上杉雪灯篭まつり等の冬の行事、世界的にも珍しい樹氷等たくさん

の冬の魅力も存在する。 

   さらに、東日本大震災による犠牲者への追悼と鎮魂や、震災の記憶と教訓の後生への伝承とともに、国

内外に向けた復興に対する意思の発信のための国営追悼・記念誌施設や、東日本大震災から得られた実

情と教訓を伝承する震災伝承施設等が整備され、地域や国境を越えた多くの人々との交流を促進し、災害

に強い社会の形成と地域の活性化が図られている状況である（図 3-20）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-20 東北地方の多様な観光資源  

※道路網は R3.3.31 時点 
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   東北圏広域地方計画において、震災復興を契機に国内外に誇れる防災先進圏域の実現を図るとともに、

日本海・太平洋 2 面活用による産業集積、インバウンド増加により、人口減少下においても自立的に発展す

る圏域を目指すものとして、東北の将来像が示されている（図 3-21）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-21 東北圏広域地方計画における東北の将来像 

 

 

   本ビジョンにおいては、東北圏広域地方計画が目指す将来像を実現するための基本方針を踏まえ、道路

が担うべき施策を以下のように設定する（図 3-22）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-22 将来像実現のための基本方針と道路が担うべき施策 

第３節  東北圏広域地方計画における東北の将来像 

第４節  将来像実現のための基本方針と道路が担うべき施策 

震災復興から自立的発展へ 

～防災先進圏域の実現と、豊かな自然を活かし交流・産業拠点を目指す「東北にっぽん」～ 

 

 

〇広域道路交通網の拡充 
〇物流・交流拠点とのネットワーク強化 
〇円滑な広域交流（人流）の支援 
 
〇東日本大震災からの復興 
〇非常時における道路機能の確保 
 
〇道路交通環境の改善 
〇地域における交通弱者支援 

将来像実現のための基本方針と道路が担うべき施策 

産業・国際連携

将来像の基本方針
○広域道路交通網の拡充
○物流拠点・交流拠点とのネットワーク強化
○円滑な広域交流（人流）への支援

復興・防災・減災
○東日本大震災からの復興を実現する基幹軸の整備
○非常時における道路ネットワーク機能の維持
○非常時における機動的な情報収集・発信

自然・環境・暮らし ○道路交通環境の改善
○地域における交通弱者対策

道路が担うべき施策

東北圏広域地方計画 
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第４章 広域交通計画上の課題 

 

 

 １．広域道路網の現状   

   東北地方の直轄国道は南北方向では国道 4 号、国道 7 号、13 号、45 号、東西方向では国道 46 号、国道

47 号、48 号、49 号等が、主要都市間を連絡する約 3,000km のネットワークを形成している（図 4-1）。 

   直轄国道は大型車交通量が多い一方で、平均速度は自専道のおよそ半分でその他道路と同程度の水準

となっており（図 4-2）、国道 46 号や 47 号等、急峻な山脈・山地を跨ぐ東西軸は走行性が低く、冬期は降雪

の影響により、走行性はさらに低下する。また、都市部を中心に交通円滑化のため多車線化事業を順次進

めてきているが、4 車線以上の延長は全体の 20％程度の状況であり、各所で整備を推進している。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-2 道路種別大型車走行台数・平均速度 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ▲国道 48号の冬期スタック発生状況 

出典：東北地方整備局資料 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-1 東北地方の直轄国道網 

 

▲4車線化事業推進中の国道 46号盛岡西バイパス 

出典：東北地方整備局資料  

■直轄国道の車線別実延長

延長 割合

2車線 2356km 80%

4車線以上 582km 20%

合計 2938km 100%

資料：平成27年度全国道路・街路交通情勢調査

　　　 一般交通量調査  箇所別基本表

出典：平成 27 年度全国道路・街路交通情勢調査  

一般交通量調査 箇所別基本表 

※速度は昼間 12時間上下平均 

※交通量または速度データの無い区間は対象外 

第１節  広域道路交通網の拡充 

4,610

2,821

524

02,0004,0006,000

自専道

直轄国道

県管理道路

＜平均大型車交通量＞

（台/日）

81.9

40.7

39.7

0.0 50.0 100.0

自専道

直轄国道

県管理道路

＜平均速度＞

（km/h）

自専道

直轄国道

その他
道路

（補助国道、主要地方道、

一般県道）

※道路網は R3.3.31 時点 
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   直轄国道の大型車交通量は、南北方向の国道 4 号や 6 号の広い範囲、及び国道 7 号や 13 号の一部区

間で多い。また大型車混入率で見ると、国道 46 号や 47 号、48 号等、東西方向の県境部分で比較的高い状

況にある（図 4-3,4）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：H27 全国道路・街路交通情勢調査 

図 4-3 大型車交通量（高速・直轄国道・補助国道）    図 4-4大型車混入率（高速・直轄国道・補助国道） 

  

大型車交通量 大型車混入率 

20.0％以上

10.0～20.0％

10.0％未満

※東北の高速及び直轄国道の

平均大型車混入率約20％

3,000台/日以上

1,500～3,000台/日

1,500台/日未満

※東北の高速及び直轄国道の
平均大型車交通量
約3,000台/日
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東北地方を発着する貨物（東北内々を除く）の代表輸送機関割合をみると、東北を出発する貨物の約 6 割、

東北に到着する貨物の約 7割が「トラック」による輸送であり、次いで「海運」が約 2～3 割、残り 1 割が「鉄道」

である（図 4-5）。 

   東北内々の輸送における「トラック」の割合は 9 割以上を占めており、県別にみると、内航定期航路を有す

る岩手県や宮城県等で「海運」が僅かにあるものの、総じて「トラック」が 9 割以上を占めている（図 4-6）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：平成 27 年全国貨物純流動調査（3 日間調査）           

図 4-5 東北発着貨物の代表輸送機関割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：平成 27 年全国貨物純流動調査（3 日間調査）           

 

図 4-6東北内々・各県発着貨物の代表輸送機関割合 

59.8%

72.3%

35.5%

21.6%

4.6%

6.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

東北発

東北着

トラック 海運 鉄道 その他

出典：平成27年全国貨物純流動調査（3日間調査）

※東北内々は含まない注）東北内々（例：宮城⇔福島、宮城県内 等）を除いた東北と他地方間の貨物の動き

96.5%

94.4%

94.7%

96.3%

97.1%

99.9%

98.6%

1.4%

0.9%

4.6%

1.4%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

東北内々

青森発

岩手発

宮城発

秋田発

山形発

福島発

トラック 海運 鉄道 その他

出典：平成27年全国貨物純流動調査（3日間調査）

※東北外発着を含まない
注）東北内々：東北各県間の貨物の動き（同一県内を含む）、

各県発：東北内の他県及び同一県内にむけて出荷される貨物の動き
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   「トラック」による東北発着貨物の流動をみると、約 7 割が関東方面、次いで中部・近畿方面が約 2 割、北

陸が約 1 割という状況である（図 4-7）。 

   東北内々の流動では、宮城県⇔福島県が最も多く、その他宮城県発着では岩手県や山形県が多く、秋田

県と宮城県間、青森県と岩手県間、秋田県と岩手県間でも一定の流動がある（図 4-8）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：平成 27 年全国貨物純流動調査（3 日間調査）            

図 4-7 東北地方を発着する貨物流動量（トラック） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：平成 27 年全国貨物純流動調査（3 日間調査）            

図 4-8 東北内々貨物流動量（トラック）  

東北を出発する貨物 東北に到着する貨物

出典：平成27年全国貨物純流動調査（3日間調査）

北海道

九州
沖縄

北 陸

関 東中部
近畿

中国
四国

東 北

20％以上

10～20％

5～10％

～5％

北 陸

北海道

九州
沖縄

関 東中部
近畿

中国
四国

20％以上

10～20％

5～10％

～5％

東 北

青 森

秋 田 岩 手

山 形 宮 城

福 島

200百トン以上

100～200百トン

50～100百トン

～50百トン未満

出典：平成27年全国貨物純流動調査（3日間調査）
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   大型車の利用が多い直轄国道においても、急カーブまたは急勾配区間などがあり（図 4-9）、安定した大

型物流車両の走行に支障が生じており、峠部・都市部における道路サービス水準の向上が課題である。ま

た、大型車両を望ましい経路へ誘導する大型車誘導区間指定路線においても、道路構造に起因した通行支

障箇所が存在している（図 4-10）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▲山間部を通過する国道 46号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▲国道 49号の線形不良箇所 

 

図 4-9 直轄国道における線形不良・狭小幅員区間 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▲直角交差点の大型車走行状況 

 

 

 

図 4-10 大型車誘導区間における通行支障箇所数（支障区間総延長：205.2km） 

（区間）

全体
急勾配あり
（i≧5％）

急カーブあり
（R<150）

狭小幅員あり
（W<3.25）

国道4号 413 18 13 14

国道6号 108 3 3 3

国道7号 213 9 11 0

国道13号 220 17 17 5

国道45号 225 63 79 4

国道46号 39 7 10 1

国道47号 54 6 8 0

国道48号 23 3 8 0

国道49号 90 18 21 3

国道101号 4 0 0 0

国道104号 13 3 6 0

国道108号 24 0 10 0

国道112号 64 6 4 6

国道113号 30 2 3 0

国道283号 4 1 0 0

出典：（区間数）平成27年度全国道路・街路交通情勢調査 一般交通量調査における交通調査基本区間より

区間数

出典：東北地方整備局           

（箇所）

交差点

幅員が狭い カーブが急 上空に障害
橋梁の

耐荷重不足
右左折に支障

直轄国道 9 29 1 1 85

補助国道 1 3 0 0 0

主要地方道 4 0 0 0 8

一般県道 0 2 0 0 3

市町村道 0 0 0 0 5

出典：東北地方整備局

単路

※大型車誘導区間
・大型車両の通行を望ましい経路へ誘導することにより、適正な道路利用を促進し、道路の老朽化への対応を進めるため、
平成26年10月から運用開始したもの

・一定の大型車両に関する「特殊車両の通行許可」について、大型車誘導区間のみを通行する場合、許可までに要する
期間が３日程度に短縮

出典：東北地方整備局           

出典：東北地方整備局           
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２．高規格道路の整備状況   

   東北地方では、広い圏域、起伏に富んだ地形や長い都市間距離による地域間交流の障害を克服するた

め、都市の配置・連担状況、高規格道路の計画、空港・港湾等の広域交流拠点の配置、各種プロジェクトの

計画状況等を踏まえ、4 つの南北縦貫軸と 7 つの東西横断軸から構成する「格子状骨格道路ネットワーク」

が計画されている（図 4-11）。 

   これまでに南北軸の東北縦貫自動車道と常磐自動車道、東西軸の秋田自動車道、磐越自動車道等が全

線開通し、整備率は高規格幹線道路が 94％、地域高規格道路等が 41％という状況となっている（図 4-11）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▲R3.3開通によりミッシングリンクが解消された 

三陸沿岸道路（気仙沼道路） 

※浦島大島 IC上空より気仙沼湾横断橋を望む 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-11 東北地方の格子状骨格道路ネットワーク 

  

出典：東北地方整備局           
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高規格道路ネットワークの拡充に伴い、広域交通は自専道利用への転換が進んでおり（図 4-12）、主要

都市間を結び地域内外における物流や観光交流等を支える重要な役割を担っている。 

   また、太平洋側を縦断する三陸沿岸道路が令和 3 年には全線開通予定、内陸部を縦断する東北中央自

動車道が全線事業化済みとなっており、格子状骨格道路ネットワークの未開通路線・区間におけるミッシン

グリンクの早期解消が課題である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-12 高規格道路ネットワークの変化（区間延長・走行台キロ割合の変化）  

平成 9 年度 

11%

18%

89%

82%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H9

H27

区間延長

自専道 国道（自専道除く）

出典：全国道路・街路交通情勢調査

18%

28%

82%

72%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H9

H27

走行台キロ（全車）

自専道 国道（自専道除く）

出典：全国道路・街路交通情勢調査

平成 27 年度 

（ネットワークは令和 2 年度末） 

出典：全国道路・街路交通情勢調査           出典：全国道路・街路交通情勢調査           
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 １．港湾の現状  

   東北地方にはすべての県に国際拠点港湾または重要港湾があり、外貿コンテナ航路のほか、仙台塩釜

港を核とした太平洋側港湾の内貿定期貨物航路が多数存在している（図 4-13）。 

   東北地方の港湾コンテナ貨物取扱量は年々増加し、震災前を上回る水準となっているが（図 4-14）、全国

121 のコンテナ貨物取扱港湾と比較すると、東北唯一の国際拠点港湾であり最大の取扱量を誇る仙台塩釜

港が 11 位など、関東・関西圏の港湾に比べ取扱量が少ない状況にある（図 4-15）。 

また、東北と北海道の間はフェリー航路が多数存在しており、便数も多く、本州と北海道間の重要な交通

手段となっており、貨物輸送や人流が活発である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：東北国際物流戦略チーム 第 13 回本部会資料より作成 

図 4-14 東北港湾のコンテナ取扱量の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：国土交通省 HP（報道発表資料）より作成 

図 4-13 東北地方の港湾                   図 4-15 港湾別コンテナ取扱量ランキング（上位 30位） 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：東北地方整備局資料             

▲ターミナル拡張等の機能強化が進む仙台塩釜港（仙台港区） 

  

※TEU：20 フィートで換算したコンテナ数量 

※TEU：20 フィートで換算したコンテナ数量 
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東北港湾のコンテナ取扱量の推移
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浜

伊
万
里
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分

港湾別コンテナ取扱量ランキング（上位30位）
（万TEU）

※2019年速報値（2019年にコンテナ取扱貨物のない港湾は対象外）

※その他東北地域の港湾

42位 酒田港（4.1万TEU）

48位 小名浜港（3.6万TEU）

70位 釜石港（0.9万TEU）

86位 大船渡港（0.3万TEU）

出典：東北地方整備局 港湾空港部資料より作成 

第２節  物流・交流拠点とのネットワーク強化（多様な交通モードとの連携） 

 
向洋地区 事業内容 
・コンテナターミナル拡張 
・ガントリークレーン増設等 

R5 年度完成予定 

※道路網はR3.3.31時点 
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   東北で生産・消費する外貿コンテナ貨物の約 4 割は東北からトラックで陸送され、京浜港を利用している

状況であり、特に関東とのネットワークが良好な福島県では約 76％が京浜港を利用し、東北の港の利用は

輸出で 5％、輸入で 14％程度に留まっている（図 4-16,17）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-16 コンテナ貨物輸出入量各県内訳（京浜港利用割合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：東北地方整備局港湾空港部資料 

図 4-17 コンテナ貨物輸出入量各県内訳（詳細） 

  

15.7%

42.1%

18.4%

17.1%

56.1%

76.1%

40.3%

84.3%

57.9%

81.6%

82.9%

43.9%

23.9%

59.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

青森県

岩手県

宮城県

秋田県

山形県

福島県

東北計

うち京浜港まで陸送 その他

出典：東北地方整備局港湾空港部資料をもとに作成

（平成25年度全国輸出入コンテナ貨物流動調査（平成25年11月調査））
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   国際海上コンテナ車（40ft 背高）の動きをみると、南北方向では仙台や石巻から青森・関東などの太平洋

側が活発である一方、日本海側で少ない傾向にある。東西方向では仙台や秋田から東北各方面への結び

つきが強い状況となっている（図 4-18）。 

   一方で主要都市間の連絡速度のサービス状況を照らし合わせると、高速道路が連続しネットワーク化され

ている青森⇔仙台間は 80km/h 以上のサービス水準にあるのに対し、経路上で高速道路が不連続となって

いる秋田⇔盛岡や酒田⇔新庄など、東西軸では速度サービスが低い状況である（図 4-19）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：H28～29 年度通行許可申請データより 

図 4-18 国際海上コンテナ車（40ft背高）通行許可申請状況 

出典：H27 全国道路・街路交通情勢調査速度及び規制速度より 

図 4-19 主要都市間の連絡速度 

 

  

仙台市

青森市

八戸市

秋田市

北陸

石巻市

関東
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弘前市
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北上市

盛岡市
周辺

200件以上

100～200件

～100件

白河市

※50件以上を表示

※同一県内の都市間流動は非表示
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※H27全国道路・街路交通情勢調査

非混雑時上下平均速度をもとにIC間
の平均速度を算出

（未供用区間は規制速度）
※表示桁の関係で凡例と数値が一致し

ない場合がある

由利本荘
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53
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例①

高速不連続
（秋田～盛岡）

例②
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（仙台～青森）

80km/h以上

60～80km/h

60km/h未満

都市間速度
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   産業・経済のグローバル化の進展に対応するため、日本海・太平洋の 2 面活用が可能な地理特性を活か

した物流効率化、国内外との連携による国際競争力強化が課題となっており、港湾では、輸送船舶の大型

化への対応やガントリークレーンの増設など、機能強化を推進している（図 4-20,21）。また、道路交通面では、

港湾と高速道路ネットワークのアクセス性強化による輸送効率化として、現在、秋田港と秋田自動車道秋田

北 IC を結ぶ「秋田港アクセス道路」、小名浜港と常磐自動車道を自動車専用道路で結ぶ「小名浜道路」が事

業中である（図 4-22,23）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：東北港湾ビジョン                     出典：東北港湾ビジョン 

図 4-20 2軸の強みを活かした物流効率化・連携イメージ         図 4-21 国際コンテナターミナルの整備（例） 

                       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-22 秋田港と秋田北 IC を結ぶ秋田港アクセス道路の整備 

 

 

図 4-23 常磐自動車道と小名浜港を直結する小名浜道路の整備  

出典：事業パンフレット           

出典：秋田県資料           
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２．空港の現状  

   東北地方の空港は、国管理の拠点空港（仙台）や特定地方管理の拠点空港（秋田・山形）、地方管理空港

を含め 9 空港が開設しており、定期路線国内線 35 路線、国際線 10 路線が就航している（図 4-24）。 

   国内線と国際線を合わせた空港利用者数は、東日本大震災発生後の平成 23 年度に仙台空港等で落ち

込んだものの、近年は増加傾向にあり、その他の地方空港の利用者数はほぼ横ばいで推移している。また、

国際線に着目すると、仙台空港などで増加が見られる（図 4-25）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-24 東北地方の空港及び定期路線（R3.1月時点） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：暦年・年度別空港管理状況調書                   出典：暦年・年度別空港管理状況調書  

図 4-25 空港利用者数の推移 
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   各空港のアクセス手段は、主に自家用車やレンタカーであり、仙台空港アクセス線が接続する仙台空港

以外の空港では、公共交通機関の利用が少ない（図 4-26）。また、各空港とも主要駅等を結ぶ空港直行バ

スが運行されているものの、所要時間は仙台空港に及ばない状況。仙台空港では岩手、山形、福島を結ぶ

広域的なバスが運行されているのに対し、その他空港の運行エリアは限定的である（図 4-27）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-26 空港別アクセス手段割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：各バス会社 HP               

図 4-27 空港直行バスの運行状況  

（％）

空港名 自家用車 レンタカー
タクシー・
ハイヤー

空港直行バス
高速・貸切・
観光バス

私鉄・地下鉄 その他 合計

1 青森 41.2 20.8 7.4 13.7 12.3 0.0 4.6 100.0

2 三沢 35.6 30.0 14.4 6.4 10.0 0.0 3.7 100.0

3 花巻 42.9 20.9 6.3 14.6 13.2 0.0 2.2 100.0

4 仙台 33.7 9.6 2.4 1.8 8.8 41.0 2.8 100.0

5 秋田 49.0 18.1 5.1 17.7 7.2 0.0 2.9 100.0

6 大館能代 45.0 25.9 12.1 8.3 5.4 0.0 3.2 100.0

7 山形 48.9 19.4 7.7 12.7 9.1 0.0 2.1 100.0

8 庄内 62.4 16.0 7.8 6.4 4.7 0.0 2.7 100.0

9 福島 53.7 13.9 5.8 7.3 17.2 0.0 2.0 100.0

出典：H29航空旅客動態調査をもとに平日休日平均を集計

（空港に至るまでの最終アクセス手段、空港からの最初イグレス手段が対象）

公共交通の利用は少ない

仙台空港アクセス線

※道路網は R3.3.31 時点 

※バスの運行状況は 2019.10 時点 

※予約制の乗合バス・タクシーは除く 
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   東北地方のアジアゲートウェイとしての機能が求められる仙台空港では、2007 年 3 月に仙台空港アクセ

ス鉄道が開業し、東北で唯一、空港と駅が直結している。また現在、空港と近隣都市や主要観光地を結ぶ

高速バス 5 ルートを運行するなど空港アクセスの拡充が進められているほか（図 4-28）、仙台空港は国管理

空港の運営委託の第 1 号であり、新たな設備投資が予定されている（図 4-29）。 

   人口減少が進む中、東北地方が今後も持続的に発展していくためには、広範囲の交流を可能とする航空

の活性化が重要であり、地域資源を活かした内外の交流人口拡大を促す拠点性の高いターミナルへのアク

セス向上が課題である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：仙台空港 HP 

図 4-28 仙台空港からの高速バスルート 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：仙台空港の 30 年後の将来イメージ＜マスタープラン＞2016.7 仙台空港㈱ 

図 4-29 仙台空港の将来イメージと旅客数の目標値 
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３．鉄道の現状  

   東北地方の貨物鉄道は、ＪＲ貨物が広域的なネットワークを形成しているほか、民間鉄道線も複数運行さ

れている（図 4-30）。 

   貨物輸送量は近年、東北地方を発着する貨物、東北地方内々の貨物とも、東日本大震災前に比べやや

高い水準で推移している（図 4-31,32）。また、東北内々の貨物輸送量を県別にみると、宮城発が全体の

81％と大きな割合を占めており、貨物鉄道のネットワークが少ない山形県の占める割合は 1％と最も小さい

（図 4-33）。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 出典：貨物・旅客地域流動調査 

図 4-31 鉄道貨物輸送量数の推移（東北発着） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  出典：貨物・旅客地域流動調査 

図 4-32 鉄道貨物輸送量の推移（東北内々） 

 

 

 

 

 

 

図 4-30 東北地方の貨物鉄道網 

 

 

 

出典：令和元年度貨物・旅客地域流動調査 

図 4-33 東北内々貨物の県別割合 
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   旅客鉄道については、フル規格の東北新幹線が東北地方を南北に縦貫するほか、ミニ新幹線の山形新

幹線と秋田新幹線が整備済みであり、ＪＲ在来線や民間鉄道も含め、鉄道網を形成している（図 4-34）。 

   近年の旅客輸送人員は、東北地方発着、東北内々とも東日本大震災前を上回る水準にあり（図 4-35,36）、

東北内々を県別にみると宮城発が全体の 68％を占めている（図 4-37）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：貨物・旅客地域流動調査 

図 4-35 鉄道旅客輸送人員の推移（東北発着） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 出典：貨物・旅客地域流動調査 

図 4-36 鉄道旅客輸送人員の推移（東北内々） 

 

 

 

図 4-34 東北地方の旅客鉄道網 

 

 

 

 

 

 

 

出典：令和元年度貨物・旅客地域流動調査 

図 4-37 東北内々旅客の県別割合 
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   新幹線については、2016 年 3 月の東北・北海道新幹線（新青森駅～新函館北斗駅間）開業等、隣接圏域

への高速鉄道のアクセス性が飛躍的に改善されている。 

   一方、新幹線駅を発着地として周辺観光地を結ぶ路線バスの運行状況をみると、エリアが限定的である

（図 4-38）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：各バス会社 HP              

図 4-38 新幹線駅を発着地とする路線バス運行状況 

 

  

※道路網は R3.3.31 時点 

※バスの運行状況は 2019.10 時点 
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   また、東北を代表する玄関口として圧倒的な乗降客数を誇る仙台駅（図 4-39）においては、都心部の交通

の要衝として、他モードの交通の乗り継ぎの複雑さや駅周辺の混雑などが課題となっており、東西駅前広場

の再整備や東西自由通路の拡幅等、交通結節点機能の向上に取り組んできている（図 4-40）。 

   一方で、他モードの交通が集中する極めてターミナル性の高い交通拠点における機能強化の先進事例を

見ると、高速バスの発着所を集約し鉄道駅に接続させた多機能かつ利便性の高い総合交通結節点整備が

導入され始めている（図 4-41）。 

   仙台駅周辺における高速バスとの接続については発着所が分散しているのが現状であり（図 4-42）、東

北における玄関口としてサービスレベルの向上が必要である。 

   このような現状を踏まえ、ICT 等も活用しながら、広域交流の結節点における機能性及び利便性の向上を

図るとともに、交流人口の拡大に向けた圏域間の連携強化が課題である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

       出典：JR 東日本 HP（各駅の乗車人員・2019 年度）           

図 4-39 東北の新幹線駅 1日平均乗車人員（上位 10駅） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-40 仙台駅の東西駅前広場の再整備方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：国土交通省資料               出典：東北地方整備局資料            

図 4-41 新宿高速バスターミナル（バスタ新宿）     図 4-42 仙台駅から高速バス乗降場までの距離 

90,699

17,508 17,695 16,219
10,390 10,433

4,704 4,520 4,312 3,891

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

仙台 郡山 盛岡 福島 秋田 山形 古川 八戸 一ノ関 新青森

（人/日）

出典：仙台市資料 



第 4 章 広域交通計画上の課題 

33  

 

 

 

 

１．観光・交流の現状  
   東日本大震災からの復興や東北圏の活性化を図るため、落ち込んだ国内外の観光交流の増大を早期に

実現することが必要であり、人口減少が進む中、東北地方が今後も持続的に発展していくためには、西日本

や東アジアを中心に、国と地方が一体となった多様なニーズに即した誘客を推進するとともに、主要観光地

へのアクセス機能の強化等、観光客が旅行しやすい環境づくりが必要である。 

   東北地方のクルーズ船寄港数や外国人宿泊者数は毎年過去最多を更新しており、2019 年の東北 6 県の

外国人延べ宿泊者数は 168 万人まで増加しているが、全国と比べると依然として少ない状況である（図 4-

43,44,45）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-43 東北地域のクルーズ船寄港実績 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-44 東北地方の訪日外国人旅行者数の現状 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-45 年別地方ブロック別外国人延べ宿泊者数 

図 4-46 クルーズ船寄港港湾 60分圏 
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各港の状況をみると、東北第 2 位の寄港数を誇る秋田港（図 4-47）では、クルーズ乗船客の円滑な移動

を確保し秋田市・県内全域への誘客拡大に向け、秋田港から秋田県のターミナル駅である秋田駅までの直

通列車「秋田港クルーズ列車」を 2018 年から本格的に運行開始している（図 4-48）。 

   また、2017 年 8 月に初めて外国船籍のクルーズ船が入港した酒田港では、貸切バスによる庄内地方の観

光周遊や村山地方でのサクランボ狩り等のオプショナルツアーが組まれており、高規格道路網の整備推進

により、周遊エリアの拡大が期待されている（図 4-49）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

※クルーズ船のオプショナルツアーでは、おおむね片道 90 分以内のスポットを周遊 

出典：山形県資料 

図 4-47 東北管内港湾別クルーズ船寄港数         図 4-49 高規格幹線道路、地域高規格道路の整備による       

（2019年 12月 31日時点）                     クルーズ船オプショナルツアーの拡大          

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：クルーズ振興に関する優良事例集（国土交通省港湾局クルーズ推進室） 

 

図 4-48 秋田港クルーズ列車の概要 
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   滞在人口の拡大に向けて広域観光周遊ルートの形成が課題であり、近年では、訪日外国人旅行者の地

方誘客に資するテーマ・ストーリーを持った広域観光周遊ルートを観光庁が認定し、都道府県の枠を超え広

域観光のプロモーション活動を展開している。その１つとして東北地方では「日本の奥の院・東北探訪ルート

（実施主体：東北観光推進機構）」が認定を受けている（図 4-50）。 

   また、仙台・松島湾・空港周辺地域の 6 市 3 町では、「仙台・松島復興観光拠点都市圏形成推進計画

（2017 年 8 月）」を策定し、圏域一体での魅力的な観光地域づくりに向けた取組を開始している（図 4-51）。 

   今後の広域観光周遊ルート形成に向けて、ETC2.0 等を活用したスマート IC の利用促進等についても検

討していく必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-50 広域観光周遊ルート形成促進事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-51 仙台・松島復興観光拠点都市圏の概要 

  

出典：観光庁HP

日本の奥の院・東北探訪ルート
（東北観光推進機構）

出典：仙台・松島復興観光拠点都市圏形成促進計画（概要版） 

出典：観光庁ＨＰ 
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 １．震災復興の現状  
   2011 年 3 月 11 日に発生した東北地方太平洋沖地震及びこの巨大地震が引き起こした大津波は、北海道

から関東地方にわたる各地に甚大な被害を与えた。さらに東京電力福島第一原子力発電所の事故により広

範な経済・社会的被害が発生するなど未曾有の複合的な大災害となった。 

   発災直後、東北自動車道の通行規制や国道等の通行止め、東北新幹線をはじめとする鉄道、路線バス等

の公共交通機関の運行停止、太平洋側港湾の被災等により、避難や救助物資等の輸送に多大な支障が生じ

た。 

   産業活動においては、企業のサプライチェーンの寸断が広範囲に及んだ一方で（図 4-52）、日本海側の物

流網を活用した燃料や物資の輸送が行われるなど、広域的な輸送モード間の多重性・代替性確保の重要性

が再認識された（図 4-53）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▲鉄道の被災状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：国土交通省資料       ▲高速バスによる代替輸送の状況 

図 4-52 大手自動車メーカーにおける仕入先の被災状況          

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         出典：経済産業省等の資料を基に国土交通省港湾局作成 

図 4-53 東日本大震災直後の被災地への燃料等代替輸送  

JR仙石線(野蒜駅付近)

出典：東北地方整備局資料 

出典：東北地方整備局資料 

第４節  東日本大震災からの復興 
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   道路網では、甚大な被害が生じた太平洋側に代わり、日本海側や日本海と太平洋を繋ぐ横軸交通網が

機能した。その後、太平洋沿岸軸を形成する「復興道路」、太平洋沿岸部と内陸部を結ぶ「復興支援道路」

が被災地復興のリーディングプロジェクトとして速やかに事業着手され、2021 年 4 月までに全体計画延長

550km のうち 519km（約 9 割）が開通している（図 4-54）。 

   釜石港では、復興道路等の開通や港の機能向上に伴い、港利用企業数やコンテナ取扱量が増加し、利

用企業の範囲が拡大している。このような復興道路等を活用した地域の再生からの発展が課題である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▲釜石港利用企業数・一般貨物コンテナ取扱量の推移      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▲釜石港利用企業数の自治体別変化             

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：東北地方整備局資料 

図 4-54 復興道路・復興支援道路の整備状況 

  

出典：東北地方整備局資料 

出典：東北地方整備局資料 
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 １．災害の発生状況  
   近年、東北地方の自然災害が頻発・激甚化しており、平成 26～30 年度の 5 年間の自然災害による総被

害額は 3,490 億円にのぼる（図 4-55）。土砂災害警戒区域や落石等の要対策箇所も多数存在しており（図

4-56,57）、通行止めや通行止めに伴う広域迂回が経済活動だけでなく（図 4-58）、救急医療等の面でも課題

となっている（図 4-59）。 

 

 

 

 

 

 

出典：消防白書（総務省）自然災害による都道府県別被害状況 

図 4-55 過去 5年間（H26～30）の自然災害による総被害額 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：土砂災害警戒区域等の指定状況（国土交通省 HP） 

図 4-56 土砂災害警戒区域等の箇所数 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：東北地方整備局  

図 4-57 東北地方の防災対策箇所の推移（直轄国道）     図 4-58 国道 47号通行止めによる広域迂回の発生状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-59 国道 106号通行止めによる救急搬送への影響事例 

  

出典：R 元.12 ヒアリング調査より作成 
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   東北地方には、大雨や大雪等により土砂崩れや落石、冠水などの恐れがある箇所について、あらかじめ

通行を規制する「事前通行規制区間」が多数存在し、災害発生時同様、物流、救急医療等の課題となってい

る（図 4-60,61）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-60 直轄国道における事前通行規制区間等と 

近年の豪雨・吹雪により発生した災害の主な通行止め箇所          図 4-61 直轄国道の路線別通行止め発生状況 

                    （H28～R2年度）         

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▲国道 46号における崩土発生後の状況（H25.8.9）       ▲国道 48号における雪崩発生後の状況（H26.2.15）  

国道4号 0:00 252:18

国道6号 0:00 58:24

国道7号 4:40 127:25

国道13号 26:25 167:02

国道45号 0:00 1304:25

国道46号 18:30 89:24

国道47号 27:30 128:31

国道48号 0:00 37:05

国道49号 0:00 873:21

国道101号 0:00 0:00

国道104号 0:00 0:46

国道108号 0:00 12:33

国道112号 0:00 61:47

国道113号 0:00 53:41

国道283号 0:00 0:00

事前通行規制 災害通行止め

全面通行止め時間
（のべ時間/5年）

出典：東北地方整備局資料 

出典：東北地方整備局資料 
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・H25.8豪雨による
通行止め（土砂崩落）

・H29.8豪雨による通行止め
（土砂崩落・道路崩壊）

：直轄国道の事前通行規制箇所
：近年の豪雨災害による主な
通行止め箇所
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・吹雪

・H28.8台風10号

による通行止め
（土砂崩落・道路崩壊）

※1：津波浸水想定区域は主要地方以上の道路を対象

※2：火山災害警戒地域は被災想定エリア内

の主要地方道以上の道路を対象

津波浸水
想定区域 ※1

火山災害

警戒区域 ※2

事前通行規制

高規格幹線道路・地域高規格道路

国道（直轄・補助国道）

その他道路

【大衡IC～築館IC】

・R3.1吹雪による多重事故通行止め

※道路網は R3.3.31 時点 

出典：東北地方整備局資料 
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２．冬期における交通障害の状況  
   豪雪地帯が大部分を占める東北地方（図 4-62）の直轄国道では、冬期車両立ち往生は過去 4 年間で 608

回、うち通行止めは 61 回発生している（図 4-63）。また、大型車の立ち往生を防ぐための「予防的通行規制

（除雪優先）区間」が全国で最も多く、管内の各路線に広範囲にわたって設定されている（図 4-64,65,66）。 

   なお、東北地方の主要高規格道路である東北縦貫自動車道においても、令和 3 年 1 月に吹雪による視

界不良により 100 台を超える多重事故発生による通行止めをはじめ、令和 2～3 年の冬期において、雪に

関連する通行止めは延べ 613 時間（110 回）発生している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 4-62 豪雪地帯の指定状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：国土交通省東北地方整備局資料 

図 4-63 冬期車両立ち往生発生状況（H29～R2年度・直轄国道） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-65 地域別除雪優先区間延長（直轄国道）           図 4-66 積雪路面におけるスタック車両の排除  
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44%（約30,183km2）

出典：国土交通省「豪雪地帯対策の推進」（平成 27 年 4 月 1 日現在） 

図 4-64 直轄国道における予防的通行規制（除雪優先）区間 

（2017.12国土交通省設定） 

 

出典：東北地方整備局資料 

出典：東北地方整備局資料 
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   直轄国道を路線別に見ると、予防的通行規制（除雪優先）区間に指定されながらも冬期車両立ち往生に

よる通行止めが多くの路線で発生するなど（図4-67）、大雪等による冬期の交通障害が発生しやすい状況に

あるため、特に冬期においては道路交通の信頼性が低くなり、物流、救急搬送等のリスク管理が必要となる。 

   また、令和 2 年から 3 年の冬において短期間の集中的な降雪により、高速道路での車両滞留が発生した

状況を踏まえ、広範囲での通行止め、高速道路と並行する国道等の同時通行止めと集中除雪を行うなどの

取り組みを強化し、物流等の途絶を回避する必要がある。（「大雪時の道路交通確保対策中間とりまとめ

（R3.3 改定）」より） 

   このような現状を踏まえ、平常時・災害時を問わず道路交通の信頼性を確保するため、ICT 等も活用しな

がら、災害に強く多重性の高い道路ネットワークを形成することが課題である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▲国道 49号の冬期車両立ち往生発生状況             ▲国道 4号の大雪による渋滞状況    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-67 直轄国道における除雪優先区間・冬期スタック発生状況（H29～R2年度） 

  

延長
（km）

延長
割合
（％）

区間数 H29 H30 R1 R2 H29 H30 R1 R2

国道4号 615.6 149.2 24% 13 60 8 20 86 11 0 0 3

国道6号 189.7 46.9 25% 4 5 0 0 0 0 0 0 0

国道7号 410.1 53.3 13% 6 12 1 3 28 7 0 0 1

国道13号 356.3 65.0 18% 7 15 4 3 23 4 0 0 3

国道45号 526.3 157.2 30% 16 7 1 14 0 0 0 1 0

国道46号 96.9 35.0 36% 4 32 7 4 8 1 0 0 0

国道47号 131.4 34.8 26% 3 1 14 1 8 0 1 0 3

国道48号 60.9 15.3 25% 1 7 14 1 2 0 1 0 1

国道49号 172.9 103.7 60% 7 7 5 1 23 0 0 0 0

国道101号 15.8 0.0 0% 0 0 0 0 0 0 0 0 0

国道104号 18.2 2.1 12% 1 0 1 2 0 0 1 0 0

国道108号 37.7 0.0 0% 0 0 0 0 0 0 0 0 0

国道112号 103.8 35.5 34% 2 50 21 11 35 19 3 0 0

国道113号 58.7 10.0 17% 1 7 11 1 17 0 0 0 1

国道283号 18.4 18.4 100% 1 0 0 0 0 0 0 0 0

出典：総延長・・・平成27年度全国道路・街路交通情勢調査 一般交通量調査  箇所別基本表

総延長
（km）

区間延長
うち除雪優先区間 スタック車両数（台/年） 通行止め発生回数（回/年）

冬期交通障害状況

出典：東北地方整備局資料 出典：東北地方整備局資料 
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3．防災拠点としての「道の駅」  
   「道の駅」は、東日本大震災をはじめとして、数多くの災害対応において自衛隊などの救助、復旧活動や、

地域住民の一時避難、水、食料、トイレ等の提供、情報収集・発信の拠点として重要な役割を果たしており、

地域振興の拠点としてだけでなく、防災拠点としての期待が高まっている（図 4-68,69）。 

   頻発する災害に対する広域的な防災力の向上のため、「道の駅」の防災機能を有効に活用しながら、発

災後の活動を支える機動性の高い防災拠点を整備することが課題である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-68 東日本大震災において防災拠点として機能した「道の駅」の例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：道の駅第 3ステージ推進委員会資料             

図 4-69 「道の駅」の防災機能強化の例 

 

出典：東北地方整備局資料 
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 １．道路交通による環境負荷の軽減  
   気候変動問題は地球規模の課題であり、その解決に向けた取り組みとして、2015 年 7 月、我が国は 2030

年度の温室効果ガスの削減目標を 2013 年度比で 26.0％減とする「日本の約束草案」を決定し、気候変動枠

組条約事務局に提出。また、2016 年 5 月には、約束草案や 2015 年 12 月のパリ協定（2020 年度以降の地

球温暖化対策の枠組みを取り決めた協定）等を踏まえ、地球温暖化対策計画を閣議決定。さらに、2021 年 4

月 22 日に開催された第 45 回地球温暖化対策推進本部会議では、2030 年の削減目標を 2013 年度比 26％

減から 46％減に引き上げることが発表され、目標達成に向けて着実に取り組むこととしている。 

   2018 年度の国内の温室効果ガス排出量は 11 億 3,800 万トンで、そのうち約 2 割を運輸部門が占めてい

る。運輸部門の内訳をみると、自動車全体で運輸部門の 86.2％、日本全体の 15.9％を排出している（図 4-

70）。自動車からの温室効果ガス削減に向けては燃費向上が重要であり、自動車単体対策（低公害車・次世

代自動車の開発・普及等）と合わせて交通円滑化対策が必要であるが、東北地方の主要渋滞箇所をみると、

約 4 割が都市部に集中し、都市部の速度低下が環境負荷の大きな要因となっている。（図 4-71,72）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-70 運輸部門における CO2排出量（2018年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-71 東北地方の主要渋滞箇所 

 

 

 

 

図 4-72 宮城県（仙台市）における主要渋滞箇所の例  

▼東北地方の主要渋滞箇所

都市部

44％非都市部

56％

※H24年度特定時（全806箇所）を対象

凡例 

主要渋滞箇所 

物流拠点 

〈道路種別〉 

高速道路 

国道・県道 

市町村道 

出典：東北地方整備局資料 

出典：東北地方整備局資料 

出典：国土交通省総合政策局環境政策課資料 

第６節  道路交通環境の改善 
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   渋滞の緩和・解消に向け、各県において渋滞対策推進協議会を組織し、最新の交通データ等を用いた渋

滞状況や交通状況の検証・議論を行い、効果的な渋滞対策（ソフト・ハード）をマネジメントサイクルに基づき

継続的に推進している（図 4-73）。また、交通状況のモニタリング等を進めるために ETC2.0 や AI 技術を活

用し効率よくピンポイントで交通課題箇所を特定する取組や、路側の光ビーコンから自動車に提供される路

線信号情報を活用した信号情報活用運転支援システムの技術開発等も始められており（図 4-74,75）、引き

続き効率的に都市交通対策を図る仕組みと更なる技術革新が課題である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：東北地方整備局仙台河川国道事務所資料    

図 4-73 マネジメントサイクルに基づく対策により渋滞解消した事例 

 

 

 

 

 

 

 
出典：国土交通省資料    

図 4-74 ETC2.0の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-75 信号情報活用運転支援システムの概要  

■リバーシブルレーンの廃止、隣接交差点（越路交差点）の右折レーン設置により国道286号の速度が回復

出典：VICS センターHP 
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 １．自動運転等の取組状況  
   高齢化が進行する中山間地域において人流・物流を確保するため、2017 年度以降、国土交通省の「中山

間地域における道の駅等を拠点とした自動運転サービス実証実験」など、自動運転サービスに向けた公道

実証事業が多数実施されている。東北では、秋田県上小阿仁村における道の駅等を拠点とした自動運転サ

ービスの実証実験等の取組が行われている。また、2019 年には、人工知能（AI）・IoT 等の ICT 関連技術や

官民が保有する各種データを活用し、都市が抱える課題の解決を図る「スマートシティ」を推進するため、15

事業が先行モデルプロジェクトとして選定され、取組が進められている。東北では、秋田県仙北市で先行モ

デルプロジェクト、宮城県仙台市（泉パークタウン）等で重点事業化促進プロジェクトが実施されている（図 4-

76,77）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：官民 ITS 構想・ロードマップ 2020 

図 4-76 日本における主な自動運転実証実験（2019年度以降） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-77 スマートシティプロジェクト箇所図（Ｒ１～Ｒ２）  

出典：国土交通省「国土交通省におけるスマートシティの取組」 

第７節  地域における交通弱者支援 

  ●自治体、民間又は大学（※主な実証実験を記載） 

  ●スマートシティ（国交省） 

  ●トラックの隊列走行（国交省＆経産省） 

  ●空港制限区域内における自動運転（国交省） 

  ●ラストマイル自動運転・中型自動運転バス実証（国交省＆経産省） 

  ●道の駅等を拠点とした自動運転サービス（国交省/内閣府 SIP） 

  ●スマートモビリティチャレンジ（経産省＆国交省） 

  ●SIP 事業等（内閣府） 

  ●先行モデルプロジェクト 

  ●重点事業化促進プロジェクト 

（※赤着色は R2 年度に追加選定された地区） 
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   東北においても、ICT 等も考慮し、高齢者や移動する交通手段を持たない方などの交通弱者の暮らしと産

業を支える移動の実現が課題となっており、秋田県の道の駅｢かみこあに｣や山形県の道の駅｢たかはた｣に

おいて、自動運転による降雪・積雪環境における走行安全性の確認や地域内の高齢者等の移動手段の確

保、また貨客混載による道の駅への農作物出荷等の実証実験が行われた（図 4-78）。 

   秋田県仙北市では、ＡＩ・ロボット技術等の最先端技術の導入により、基幹産業である農業振興や観光振

興、産業構造の転換や市民の利便性の確保を図るための取組を実施している（図 4-79）。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：国土交通省資料     

図 4-78 東北の道の駅における自動運転実証実験の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：国土交通省資料     

図 4-79 「仙北市スマートシティ推進コンソ－シアム」の取組 

 

  

実証実験（道の駅「かみこあに」） 
①平成２９年１２月４日（月）から１２月１０日（日） 

②平成３０年１２月９日（日）から２月８日（金） 

自動運転に対応した道路空間の基準等の整備、地域の実情に応じた運行

管理システムやビジネスモデルの構築に向け、長期間の実証実験を実施 

実証実験（道の駅「たかはた」） 
平成３０年２月２５日（日）から３月４日（日） 

ＪＲ高畠駅と周辺観光施設や商店街等を廃線跡地を活用して結び、町役場

や病院への移動等の高齢者の外出機会の増加や貨客混載による道の駅

への農作物出荷等の検証 

実証実験（道の駅「たかはた」）
平成３０年２月２５日（日）から３月４日（日）
JR高畠駅と 周辺観光施設や商店街等を廃線跡地を活用し て結び、町
役場や病院への移動等の高齢者の外出機会の増加や貨客混載によ
る道の駅への農作物出荷等の検証
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１．交通の状況  
   2019 年 12 月に発生した新型コロナウイルスの感染拡大により、日本でも人と人との接触防止の観点から

外出自粛が呼びかけられ、経済活動に甚大な影響が出ている。 

   道路交通にも影響が見られ、令和 2 年の GW 期間中は前年と比較して大きく減少し、令和 3 年度におい

ても、特に県境部で依然として交通量が回復していない箇所も多い。一方、都市部・県境部ともに、大型車に

ついてはほとんど変化が見られない状況であり、道路ネットワークが生活に欠かすことのできない物流を支

えている状況が見受けられる（図 4-80）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：東北地方整備局資料 

図 4-80 新型コロナウイルスを巡る東北地方整備局管内主要国道の交通状況 

第８節  【参考】新型コロナウイルス感染症拡大の影響について 
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２．主な取組  
   高速道路会社においては、高速道路における新型コロナウイルス感染症対策の取組として、利用客への

感染拡大防止対策、SA・PA におけるキャッシュレス決済の取組、高速道路における移動自粛の呼びかけ、

高速道路における帰国者移送への協力、休憩施設の駐車エリアにおける環境整備等の対応を行っている

（図 4-81）。 

   道の駅においても、感染症対策についての利用者への呼びかけ、消毒液設置、従業員への感染症対策

の徹底、イベント等の自粛等を行う一方で、ドライブスルー販売やテイクアウト販売の導入等の利用者支援、

オンラインショップやキャッシュレス導入等のポストコロナを見据えた取組も始まっている（図 4-82）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：社会資本整備審議会 第 42 回国土幹線道路部会資料（2020 年）より要点整理 

図 4-81 高速道路における新型コロナウイルス感染症拡大防止への対応（NEXCO東日本） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：第 3 回「道の駅」第 3 ステージ推進委員会資料（2020 年） 

図 4-82 緊急事態宣言下における道の駅の取組事例 

 

実施項目 実施内容

利用客への
感染拡大防止対策

⚫ 不特定多数の利用客と接触する交通パトロール隊、料金収受員等の感染拡大
防止対策を実施し、高速道路ネットワーク機能を確保。

⚫ 商業施設内における消毒の徹底、ソーシャルディスタンスの確保。

SA・PAにおける
キャッシュレス決済の取組

⚫ レジスターでは、クレジット・ＱＲコード・電子マネーに対応。
⚫ 券売機・フードコートの約７割、自動販売機は全数、電子マネーに対応。

高速道路における
移動自粛の呼びかけ

⚫ 緊急事態宣言の全国拡大を受けてゴールデンウィークに向けた移動自粛の呼
びかけを、テレビ・ラジオ放送、会社HP、SNS、道路情報板、SA PAにお
けるポスター・デジタルサイネージ・音声案内などにより実施。

⚫ 休日割引の適用除外措置を実施。

高速道路における
帰国者移送への協力

⚫ 検疫を実施した在外邦人入国者の待機先への移送支援を実施。
⚫ 一般利用者や料金収受員への感染防止対策に配慮しつつ、無料化措置を実施

するとともに、移動途中の休憩に備えトイレ等を確保。

休憩施設の駐車エリアに
おける環境整備

⚫ 既存駐車エリアの配置見直しや兼用マスの整備により、駐車マス拡充を実施。
⚫ 車種別満空情報のリアルタイムな提供や回転率向上に向けた取り組み。
⚫ ダブル連結トラック用の駐車予約ステムを試行整備予定。
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第５章 広域的な道路交通の基本方針 

   東北地方の将来像及び広域交通計画上の課題を踏まえた、広域的な道路交通に関する今後の方向性に

ついて、平常時・災害時及び物流・人流の観点から、「広域道路ネットワーク」「交通・防災拠点」「ICT 交通マ

ネジメント」の３つの基本方針を以下に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-1 将来像実現のための広域的な道路交通の基本方針（体系図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

広域的な道路交通の基本方針

広域道路ネットワーク
○日本海・太平洋2 面活用を強化する

物流ネットワークの構築

○交通拠点へのアクセスと広域観光
ルートの形成

○災害に強い多重性、 代替性を持つ道
路ネットワークの形成

交通拠点
○ターミナル性の高い交通結節点の支

援と拡充や地域モビリティサービスの
検討

防災拠点
○防災道の駅等の拡充

ICT交通マネジメント
○交通マネジメント及び交通弱者対策

へのビッグデータの活用・AI技術の
展開

基本方針 道路が担う施策 広域交通計画上の課題

産業・
国際連携

復興・
防災・
減災

自然・
環境・
暮らし

広域道路交通網の拡充

物流・交流拠点との
ネットワーク強化

（多様な交通モードとの連携）

円滑な広域交流（人流）の支援

東日本大震災からの復興

非常時における道路機能の確保

道路交通環境の改善

地域における交通弱者支援

道路サービス水準の向上

格子状骨格道路ネットワークの未開通路線・
区間におけるミッシングリンク早期解消

日本海・太平洋の２面活用が可能な地理特性を
活かした物流効率化、国際競争力強化

内外の交流人口拡大を促す
拠点性の高いターミナルへのアクセス向上

広域交流の結節点における機能性及び
利便性の向上

滞在人口の拡大に向けた広域観光
周遊ルートの形成・スマートIC利活用の促進

復興道路等を活用した地域の
再生からの発展

ICTを活用した災害に強く多重性の高い道路ネットワーク
形成と、 「道の駅」の拠点機能を有効活用しながら

災害時にも機動的に機能する防災拠点の整備

効率的に都市交通対策を図る仕組みと
更なる技術革新

ICT等も考慮しながら、高齢者や移動する
交通手段を持たない方などの交通弱者の暮らしと

産業を支える地域内交通、広域交通の実現

第１節

第２節

第３節
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   東北地方の広域道路ネットワークの基本方針として、地域や拠点間連絡の強化、災害に強いネットワーク

の確保の視点から、以下のとおり設定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-2東北ブロックの広域道路ネットワーク整備のポイント 

 

１．地域や拠点間連絡の強化  

◆ 1-1 ◆ 日本海・太平洋 2 面活用を強化する物流ネットワークの構築 

   東北地方の産業、経済の持続的発展に向けて、アジアユーラシアダイナミズムを取り込み、国際競争力を

強化する為には、日本海側、太平洋側の連携強化や、主要な都市、物流拠点間のアクセス強化が必要であ

る（図 5-2）。 

 

 

 

高規格道路により構成される格子状ネットワークのミッシングリンクの解消、高規格道路と一体となり広域

的な物流ネットワークを形成する直轄国道等の 4 車線化等による機能強化、信頼性の向上を推進する。 

  

『震災復興から自立的発展へ』
防災先進圏域の実現と、豊かな自然を活かし交流・ 産業拠点を目指す「東北にっぽん」を担う

東北ブロックの広域道路ネットワーク整備のポイント

高規格道路からなる格子状ネットワークを基本に、日本海・太平洋の２面活用の強化、交通、物流拠点・防災拠点へ
のアクセス強化及び、ネットワークの多重性、代替性の確保を推進する。

第１節  広域道路ネットワーク 

基本方針 

日本海⇔太平洋
２面活用強化

交通拠点へのアクセス強化
広域観光ルートの形成

多重性・代替性を持つ
ネットワークの形成

東北の主軸となる４縦貫７横断格子状ネットワーク
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◆ 1-２ ◆ 交通拠点へのアクセスと広域観光ルートの形成 

   人口減少が進む東北地方が持続的に発展していくためには、世界遺産「白神山地」「平泉」「橋野鉄鉱山」

や、世界遺産登録を目指す「北海道・北東北の縄文遺跡群」、総延長南北 220km に及ぶ三陸ジオパーク、三

陸復興国立公園など東北地方の豊富な自然、歴史・文化資源を最大限活用し、圏域を越えたより広域的な

国内・インバウンド観光を取り込むことが必要である。 

 

 

 

   空港や新幹線駅、フェリーターミナルなどの交通拠点と主要な都市のアクセス強化による観光客の利便性

向上、高速道路のナンバリング、道路標識等の英語表記などによるインバウンド対応を進めると共に、格子

状ネットワーク等の広域的な道路ネットワークを活用した広域周遊観光ルートの形成を推進する（図 5-3,4,5）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：東北地方整備局 能代河川国道事務所資料 

図 5-3 高速道路と空港の直結による観光交流における整備効果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：東北運輸局資料 

図 5-4 交流人口拡大に向けた 

交通施策の取組 

 

 

 

 

出典：国土交通省資料 

図 5-5 日本の奥の院・東北探訪ルート（実施主体：東北観光推進機構） 

「TOUHOKUHIGHWAYBUSTICKET」
訪日外国人観光客の東北地域における交通利
便の向上を図るため東北の都市間高速バス60

路線を最大７日間利用できるチケットが発売

基本方針 
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２．災害に強いネットワークの確保  

◆ ２-１ ◆ 災害に強い多重性、代替性を持つ道路ネットワークの形成 

   東北地方では、東日本大震災以降も平成 28 年台風第 10 号災害、令和元年東日本台風災害など、大規

模な災害が繰り返し発生している。また、東北地方には 18 の活火山が存在し、そのうち 9 の活火山に噴火

警戒レベルが運用されるなど、地震、津波、水害、雪害、噴火といった、様々な種類の災害に直面している。 

   東日本大震災では「くしの歯作戦」による道路啓開（図 5-6）、日本海側の道路網を活用した燃料や物資の

輸送など、多重性、代替性の高い道路ネットワークの重要性が再認識された。また、様々な災害において

「道の駅」が救助活動の拠点として利用されており、「道の駅」を含めた防災拠点へのアクセス性向上が必要

である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：東北地方整備局資料      

図 5-6 東日本大震災における「くしの歯作戦」 
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   多重性、代替性の高い道路ネットワークの確保に向け、高規格道路のミッシングリンクの解消、高規格道

路と並行する直轄国道における防災上の課題箇所の解消によるダブルネットワーク化を推進する（図 5-7）。 

   また、高規格道路の暫定 2 車線区間の 4 車線化、直轄国道等においては、4 車線化、付加車線整備、線

形不良など特に冬期に隘路となりやすい区間の改良などの機能強化を推進する（図 5-8）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-7 多重性・代替性を確保した事例（東北中央自動車道（福島～米沢）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：国土交通省資料      

図 5-8 大雪時の道路交通確保対策 中間とりまとめ 概要(令和 3年 3月改定)  

基本方針 
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   東北地方の交通拠点・防災拠点に関する基本方針について、交通結節点、防災機能強化の視点から以

下のとおり設定する。 

 

１．交通結節点機能の強化  

◆ １-1 ◆ ターミナル性の高い交通結節点の支援と拡充や地域モビリティサービスの検討 

   人口減少、高齢化が進む中、都市間相互の交流連携、物流、観光の活性化等に向けて多様なモードの交

通機関の連携が必要である。 

 

 

   主要な交通結節点において広域交通間だけでなく、広域交通から地域交通への円滑な乗り換えも考慮し

た利便性向上、機能強化を推進する。（図 5-9,10,11） 

   また、「道の駅」などの拠点施設においては、地域づくり、まちづくり、地域モビリティ確保の観点も踏まえて、

高速バス、BRT、コミュニティバスの乗り入れなど、交通結節機能の付加、強化の取組や、物流の中心となる

大型トラックなど貨物車両への休憩等のサービス機能強化、SA、PA、スマート IC との連携についても積極

的に検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

               図 5-9 仙台駅周辺における現状 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-10 気仙沼線・大船渡線ＢＲＴと交通結節機能が計画されている「道の駅」 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-11 「道の駅」における交通結節点機能の例  

第 2 節 交通・防災拠点 

気仙沼線 専用道整備キロ

現在 46.5km（約８割）
最終目標 48.2km（約９割）

大船渡線 専用道整備キロ

現在 18.8km（約４割）
最終目標 19.8km（約５割）

至 一関

① 

▼東北の「道の駅」の状況（R3.3.1現在）

道の駅の数

全体
交通結節点

機能あり※

青森県 28 10

岩手県 34 18

宮城県 15 7

秋田県 33 15

山形県 21 5

福島県 34 17

東北計 165 72

※高速バス等のバス停がある道の駅の数

道の駅 大谷海岸

② 道の駅 さんさん南三陸① 

［仙台駅から高速バス乗降場までの距離］ ［宮城県発着の高速バス輸送人数の推移］ ［仙台駅発着の高速バス便数の推移］ 

基本方針 

② 
(R3.3.28 開所) 

※R3.3.28開所 

（便/日） 

出典：仙台市資料

仙台駅周
辺の高速
バス停は
9箇所に
分散して
いて乗り
継ぎサー
ビスに課
題

 出典：東北地方整備局資料 
出典：東北地方整備局資料 

出典：H20 は東北運輸局資料 

   R1 はバス会社時刻表より集計 
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 ２．防災拠点機能の強化  

◆ 2-１ ◆ 防災道の駅等の拡充 

   激甚化、頻発化する災害に備え、広域的な救助、救援、復旧活動の拠点となる施設の効率的な配置、機

能拡充、強化が必要である。 

 

 

自治体の広域防災計画等と連携し、道の駅の防災拠点への位置づけ及び防災機能強化を推進する。東

北の道の駅では非常用電源、防災倉庫など防災機能の付加が進められているが、引き続き防災機能の強

化を推進する（図 5-12,13,14）。また、スマート IC 周辺など新たに拠点形成が期待される地域、SA、PA など

が新設、リニューアルされる場合においても、防災拠点としての活用、機能付加について積極的に検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：東北地方整備局資料 

図 5-12 防災拠点となった道の駅「遠野風の丘」  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-13 「道の駅」の防災機能の状況  

【道の駅猪苗代】 

●火山災害時の地元住民避難スペースや、豪雪による通行止め時の避難車両の駐車スペースを備えた総合防災拠点 

●豪雪による通行止め時のモータープール機能が確保され、備蓄倉庫、ヘリポートの整備による地域防災機能が向上 

●備蓄倉庫内には 200人が１日～２日間一時避難出来るように食料を備蓄 

基本方針 

▲道の駅猪苗代の施設機能 

▼東北の「道の駅」の状況（R3.3.1現在）

道の駅の数

全体 防災機能あり※

青森県 28 3

岩手県 34 8

宮城県 15 9

秋田県 33 9

山形県 21 11

福島県 34 12

東北計 165 52

※以下の①、②を満たす道の駅

①市町村の地域防災計画に位置付けがある

②非常用電源（ポータブルタイプを除く）が設置されている
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図 5-14 防災機能を有する「道の駅」の配置状況 
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   東北地方の ICT 交通マネジメントの基本方針として、冬期を中心とした交通支援、交通弱者支援の視点か

ら以下のとおり設定する。 

 

   現在、ETC2.0 や民間保有のプローブデータに代表される、いわゆるビッグデータを活用した交通マネジメ

ントの取組が進められている。車両から得られるプローブ情報と気象や各種道路管理データを組み合わせ

るなどの取組を推進する（図 5-15）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-15 官民で保有する ETC2.0 プローブ情報（走行履歴、車両挙動など）等のデータ活用イメージ 

  

第 3 節 ＩＣＴ交通マネジメント 

③ETC2.0プローブ取得区間（一般道路）

2 0 18年7月の走行台数

○現状の路側機は高速道路、直轄国道に
一定間隔に整備

○ETC2.0装着車両の普及が拡大しており、高速道路
、直轄国道のみならず県が管理する道路のプローブ
データも68%以上カバーできている状況

○大型車は小型車に比べて走行延長が長く、
200km以上/1日の車両が約30％

○大型車のプローブを取得可能な路線・区間は主に
幹線道路縦貫道路、横断道路（三陸方面を除く）

気象、
ＳＮＳなど

ローカルな情報

各種道路
管理データ

きめ細かく的確な
走行支援

道路利用者
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 １．冬期を中心とした交通支援  

大部分が豪雪地域の東北地方では、冬期における通行止めや速度低下による物流等経済活動への影

響が大きいことから、安定性、定時性の確保が必要である。 

 

 

ETC2.0 などのビッグデータ、AI 技術を活用し、気象条件等に応じた旅行時間情報の提供や、画像解析

により検知した交通障害の情報等を、SNS 等を活用し交通情報の提供(図 5-15,16)を行うなど、冬期の安定

した移動の支援を図るとともに、より効果的な情報提供手法についても検討する。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-16 ETC2.0 を活用した冬期気象条件に応じた所要時間情報提供の実現に向けた研究 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：国土交通省資料        

図 5-17 ＡＩを活用した画像解析による冬期交通障害検知の取組み  

基本方針 
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 ２．交通弱者支援  
   東北地方では、高齢者や移動する交通手段を持たない方に対する地域内移動、広域移動の支援等、持

続可能な地域モビリティの確保が必要である。 

 

 

 

中山間地域をフィールドとして実証実験が進む自動運転技術の取組を進める。 

また、MaaS 事業等の早期の社会実装に向けて検討を進める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：国土交通省資料         

図 5-18 中山間地域における自動運転サービスの導入について 

  

基本方針 
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出典：福島県資料     

 

図 5-19 「会津 Samurai MaaS プロジェクト」の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：青森県資料     

 

図 5-20 青森県奥入瀬渓流での地域観光交通マネジメントの概要 

  

「新モビリティサービス推進事業」で選定した「会津 Samurai MaaS プロジェクト」（福島県会津若松市）について、令和 2年 1月 24日～

3月 31日にかけて実証事業が開始された。 

青森県内には、全国的に有名な観光地が多くあり、その中でも奥入瀬渓流は県を代表するような観光地で、10月の紅葉シーズンを中

心に毎年 40万人前後もの観光客が訪れている。 

一方で、奥入瀬渓流へのアクセスは自家用車や観光バスがメインであり、紅葉の時期などの観光期には大渋滞が発生し、通行規制を実

施、さらに渋滞により、奥入瀬渓流の環境問題なども発生している。そのため、駐車場予約システム、シャトルバス運行状況確認アプリやグ

リーンスローモビリティの社会実験など、交通マネジメントにより環境負荷低減に向けた取り組みを行っている。 

主体 会津若松市 ほか フィールド 会津若松市，下郷町

＜概要＞ 多用途連携型MaaS
⚫ 国土交通省の「日本版MaaS推進・支援事業」

の採択を受け、公共交通機関の利用をより円滑
にする各種アプリを開発及び実証実験を通して

「多用途連携型MaaS」の実用化を目指す。

＜内容＞
⚫ ５つの機能からなる「連携基盤システム」の

構築
1. 運行情報のリアルタイムな反映システム及び

データ可視化ツール

2. 店舗・施設等情報の管理システム（POI

CMS）

3. オンデマンドによる需要創出型チケット発券

システム

4. 共通チケット発券システム

5. デマンド交通と定時定路線サービスを組み込

んだ検索サービス

⚫ 連携基盤システムを活用した実証実験として、

７つのプロジェクトを展開
① 大内宿観光MaaS

② 会津まちなか観光MaaS

③ タクシーデリバリーMaaS

④ 会津広域観光MaaS

⑤ 高校通学MaaS

⑥ まちなかコミュニティMaaS

⑦ 通勤AIオンデマンド実証

＜効果＞
⚫ 迅速・リアルタイムな情報発信

⚫ 非接触型の公共交通

⚫ 営業・混雑状況等の把握
⚫ 多様なMaaSとの連携など

会津 Samurai MaaSプロジェクト

≪大内宿観光MaaS≫

⚫ 乗車券がセットになった「大内宿共通割引
きっぷ」の購入・利用がスマホ１つで完結

⚫ 実証期間：2020年1月24日（金）～3月31
日（火）

≪タクシーデリバリーMaaS≫

⚫ 福島大学吉田ゼミと会津若松市地域づくり
課が協力して企画・推進

⚫ 地元飲食店とタクシー事業者及び温泉宿の
連携により、タクシーデリバリーの仕組み
の構築を目指すプロジェクト

出典：会津鉄道 出典：会津SamuraiMaaSプロジェクト協議会
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 ３．ICT 等の活用に向けた産学官連携  
   自動運転システムを含む ITS・自動運転を巡る技術・産業は、引き続き急速に進展し続けており、特に、

IoT の進展等に伴い、データの流通構造が変化するとともに、そのデータを基盤として活用する人工知能（AI）

が、自動運転システムの認識・判断技術の開発において重要になりつつある。また、国内外の自動車企業

や IT 企業などの新興企業が、高度な自動運転の市場化に向けた取組を発表するなど開発競争は益々激化

しつつある。 

   我が国は、これまで世界で最も高い技術レベルを有するともに、国による ITS 関連インフラについても世界

最先端レベルを維持してきたといえるが、ITS を巡る大きなイノベーションが世界中で進展する中、これまで

の相対的な優位性を継続することは容易ではない。こうしたなか、大きなイノベーションの流れに対して、社

会全体として適応し、今後とも引き続き、世界最先端の ITS を維持・構築し、世界一の道路交通社会によるメ

リットを国民が享受するための戦略を官民が一体となって策定し、それを実行することにより「世界一の ITS

を構築・維持し、日本・世界に貢献する」ことを目標に、平成 26 年 6 月以降、「官民 ITS 構想・ロードマップ」を

必要に応じて、策定、改訂してきた（図 5-20）。 

   東北地方においては、地域経済・社会における課題を柔軟かつ強力に解決し成長を支えていくため、飛躍

的な進化を遂げる情報通信技術や多様なビッグデータを最大限に利活用した新たな道路政策に挑戦・実行

していくことを目的に平成 27 年 10 月に全国 10 地域に設立された「地域道路経済戦略研究会」の一つであ

る、「東北地方研究会」において、有識者より地域の道路を活かした政策提言を頂くとともに、道路空間の有

効活用による地域経済活性化戦略と、これを実現するための社会実験・実装について研究を行っている。 

 

 

 

   引き続き「地域道路経済戦略研究会東北地方研究会」により、東北地方の実情に適したＩＴＳ等の活用に

向けた検討を推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-21 官民 ITS構想・ロードマップ 2020 
出典：官民 ITS 構想・ロードマップ 2020 

基本方針 


